
教育と仕事の接続を問い直す

本田由紀

（東京大学大学院教育学研究科教授）
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資料４



仕事の現状

• 正社員比率の減少、非正社員比率の増加
• 正社員：「ジョブなきメンバーシップ」

→強固な参入制限、職務範囲の不明確さ、それに伴
う過重労働・長時間労働

• 非正社員：「メンバーシップなきジョブ（タスク）」
→雇用の不安定さと低賃金、教育訓練の手薄さ

• 正社員／非正社員いずれにも進行する現象：世界
的コスト競争と産業構造の変化（高付加価値化・
サービス化）により利潤獲得が困難になる中で、労
働条件の劣悪化のみならず法律や人権を蹂躙する
働かせ方が増大。それに対する若者の「あきらめ」。
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教育の現状（主に大学について）

・大学教育機会の拡大と「日本的雇用」の縮
小との齟齬

・大学教育の多様化と格差化

・質保障のための「入口管理」と「出口管理」
の困難さ

・早期化･長期化した就活が大学教育を阻害

・職業観形成に偏るキャリア教育や就活・資
格取得対策講座などの表相的対処

・全体として「教育の職業的意義」が希薄
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必要な対処①
教育の職業的意義の向上

• 教育は仕事に対して二つの面で「意義」の
向上が求められる

・仕事への〈適応〉：職業に関わる知識・技能

・仕事の問題状況への〈抵抗〉：労働法および労働者
の権利に関する知識と実践方法、現状に対して建
設的な批判を行える思考

・上記はいずれも、個人が個々別々に身につけるべ
き力というよりも、多様な人々との協働を通じて追
求・実現するものであることを若者に伝える必要
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〈適応〉の面での職業的意義とは

• Not「資格取得講座」「就職用メイク講座」「ビジネ
スマナー講座」etc.

• But教育課程の「本体」すべてに関わるもの。

• 各科目のシラバスの一部として、授業内容が直
接的・間接的に適用可能な職業や職業場面が
記載されているというイメージ

• 「適用可能」というのは、単に実践的に役立つと
いう意味でなく、ある職業分野の来歴・現状・将
来を俯瞰的・メタ的に見渡し、批判的検討や建設
的改善を考えることができる見方を含む。
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〈適応〉の面での職業的意義を
保証するための教育システム的条件

• 特定の教育機関の教育課程における専門科
目と普通／一般／教養科目との連接

ex.専門科目に関連する内容や素材を普通科

目でも取り上げ、関連付けつつ教える

• 教育機関間や教育機関内のコース間での転
換や副専攻の余地の拡大

↓

「柔軟な専門性」
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必要な対処②
仕事の世界の変革

• 仕事の世界において、正規・非正規間で両極
端になっている「ジョブ」と「メンバーシップ」の
バランスの回復を通じた適正な働き方の拡大
ex.人材要件を明示した「ジョブ型正社員」

• 教育内容の構築と「教育の場」の提供に関す
る教育機関との連携を拡充

・入学前／就学中／卒業後の就業体験・社会活動
の場の提供とそうした経験への適正な評価

・教育内容に関する継続的対話

・学習成果を尊重した採用・配置・処遇 7



必要な対処③
就職活動の是正

• 教育と仕事の接続における内容的関連の強化と時間的
余裕（試行の余地）の拡大
・在学中の就職－採用活動を抑制ないし禁止し（ex.採用活動は卒

大学４年の２月頃以降）、卒業後にじっくりと行なう就職－採用活
動へ（→既卒者差別の防止にもつながる）

• 卒業後の適職探索期間における若者への支援の拡充
・個々の大学および地域の大学間で連携した就職支援の提供

・大学以外の公的支援機関への所属・登録の普及

・就労支援（相談・教育訓練）および生活支援などのセーフティネッ
トの拡充
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参考資料
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1947年

生まれ

1972年

生まれ

高校
卒業

大学
卒業

30歳 50歳

高校
卒業

大学
卒業

30歳

40歳 60歳

［理想の時代］ ［虚構の時代］ ［不可能性の時代］

戦後日本社会の変化と二つの世代

団塊世代

団塊ジュニア世代
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正社員正社員

非正社員非正社員

自営等自営等政府政府

教育教育

新規労働力

産業政策

戦後日本型循環モデル

母

家族家族

賃金

父

教育費・教育意欲子

・新規学卒一括採用
・高い若年労働力需要

・長期安定雇用
・年功賃金

・公的な教育支出の少なさ
・「教育ママ」
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自営等

非正社員

政府

教育

個人
産業政策

戦後日本型循環モデルの破綻

母

新規労働力

中核的
正社員

周辺的正社員

賃金

父

母

子教育費・教育意欲
家族家族

離学後に低賃金で
不安定な仕事に就
かざるを得ない層の
拡大

賃金や労働時間など
の条件が劣悪化

教育費・教育意欲の家庭間
格差の拡大

何の支えもなく孤独
に貧困に耐える個
人の増加

セーフティネットの
切り下げ
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教育への公的支出の少なさ、
家計への依存の大きさ
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若年労働市場の変化

15
出典：中央教育審議会キャリア教育・職業教育特別部会「今後の学校におけるキャリア
教育・職業教育の在り方について（第二次審議経過報告）」データ集、2010年５月17日



出典：厚生労働省『平成21年版 労働経済白書』

非正社員の高学歴化の進行非正社員の高学歴化の進行
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出典：「連合・賃金レポート2009」
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雇用形態間の時間賃金格差雇用形態間の時間賃金格差



出典：厚生労働省「能力開発基本調査」
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雇用形態間の教育訓練機会格差雇用形態間の教育訓練機会格差



※過去５年間に転職を経験した者
データ出所：総務省「平成19年 就業構造基本調査」
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雇用形態間の移動障壁雇用形態間の移動障壁



「総務省 平成19年就業構造基本調査 結果の要約」３頁 20

正社員の長時間労働化の進行正社員の長時間労働化の進行



海外と比べても異常な日本の長時間労働海外と比べても異常な日本の長時間労働
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22出典：厚生労働省「平成21年版 労働経済白書」

正社員の年功賃金の変化正社員の年功賃金の変化



厚生労働省「脳・心臓疾患及び精神障害等に係る労災補償状況（平成19年度）について」

心身を病む正社員の増加
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※精神障害の約６割は30代以下。
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日本では労働が「労道」になっちゃってますよね。労働は本来
は単なる生活手段なのに、精神性や自己実現といった価値観
が過剰になり、「労道」という一種の修行と化してます。「道」の
修行なのですから、効率を重視せず、見返りを求めず、長時間
働くのはむしろ当然なのです。

私のいた職場でも、残業は当たり前、「仕事の進め方が悪い」
との理由で休日出勤をしたこともありました。上司からは、言葉
づかいが悪い、説明がわかりにくい、誠意が無い…などの理由

で毎日のように説教を受け、時には反省文も書かされました。
どうしてそこまで言われなきゃならないのだろう？と疑問を感じ
、感情が抑えられなくなり出勤前に泣き出すこともたびたびあり
ました。今は退職していますが。仕事が自分の命を懸けてまで
しなければいけないという社畜の価値観には染まることが出来
ず、社会人失格とまで思っていました。
出典：「ニートの海外就職日記」http://kusoshigoto.blog121.fc2.com/

「労道凄惨性」



違法な処遇の遍在

※有意差なし POSSE「若者の｢仕事｣調査」（2008年実施）
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諦念の遍在

※有意差なし POSSE「若者の｢仕事｣調査」（2008年実施）
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文部科学省「学校基本調査」

大卒者の増加と
卒業後の進路の不安定化
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出典：平沢和司「高等教育拡大期における若年者の学歴・学校歴と初職」
『2005年SSMシリーズ11 若年層の社会移動と階層化』

出身大学による格差化の進行
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労働政策研究・研修機構、2006、『大学生の就職・募集採用活動等実態調査結果
Ⅱ』JILPT調査シリーズNo.17．

出身大学による格差化の進行
（非正社員・未定）
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早期離職率は漸増が続く

30

新規大卒者の３年目までの離職率の推移
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図12 若手社員の早期離職の原因（企業回答）

ﾃﾞｰﾀ出所：経済産業省「社会人基礎力に関する調査」（2005年）

早期離職をもたらす
採用時のミスマッチ
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図13 新卒採用プロセスの問題点

企業 大学 大学生

ﾃﾞｰﾀ出所：経済産業省「社会人基礎力に関する調査」（2005年）

採用時の基準や情報の不十分さ
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企業規模

新規大学卒・
大学院卒を
採用内定し

た企業
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企業規模計 [19.6] 100 20.5 32.1 9.2 12.2 3.2 25.9 31.0 64.0 35.1 30.9 15.8 3.7 0.5

5,000人以上 [94.1] 100 19.9 14.0 1.6 16.5 3.7 24.9 51.7 62.0 62.0 26.8 5.6 1.9 0.6

1,000 ～ 4,999
人

[81.2] 100 18.5 21.6 5.5 13.3 3.5 25.1 39.3 62.7 54.7 34.0 10.2 2.2 0.9

300 ～ 999
人

[64.3] 100 20.2 31.0 10.5 9.4 5.0 24.7 32.0 63.2 44.0 32.5 15.5 1.2 0.9

100 ～ 299
人

[33.8] 100 18.6 33.7 13.1 12.7 3.2 24.8 28.2 67.8 30.8 29.6 17.4 3.6 0.5

30 ～ 99人 [ 9.0] 100 23.4 34.5 5.3 13.3 1.8 28.1 30.5 60.5 27.6 30.7 16.2 6.1 0.2

新規大学卒・大学院卒の採用の際の重視項目別企業数割合

ﾃﾞｰﾀ出所：厚生労働省「雇用管理調査」（2004年）

曖昧で抽象的な採用基準
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「キャリア教育」が掲げる能力

出典：中央教育審議会キャリア教育・職業教育特別部会 配布資料
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日本の新卒就職の特異性
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就職活動の早期化
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就職活動の学事日程への影響
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大学の就職担当者から見た
新卒就職の問題点

38
労働政策研究・研修機構『大学生の就職・募集採用活動
等実態調査Ⅱ』調査シリーズNo.17,2006年
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学校教育の意義として「職業的技能の習得」を挙げた比率

（国別・最終学歴別、「第６回世界青年意識調査」）

後期中等教育

中等後教育

日本の教育の「職業的意義」の低さ
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本田由紀「高校教育・大学教育のレリバンス」谷岡一郎他編『日本人の意識と行動』
東京大学出版会、2008年

高校でも大学でも低い「職業的意義」
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図17 大学教育の「職業的意義」の国際比較

a.職業における大学知識の活用

度
b.満足のゆく仕事を見つける上で

役立つ
c.長期的キャリアを展望する上で

役立つ
d.人格の発達の上で役立つ

ﾃﾞｰﾀ出所：吉本圭一「大学教育と職業への移行」『高等教育研究』No.4,2001

日本労働研究機構『日欧の大学と職業』調査研究報告書No.143,2001

日本の大学教育の活用度の低さ
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本田由紀「高校教育・大学教育のレリバンス」谷岡一郎他編
『日本人の意識と行動』東京大学出版会、2008年

専攻分野による「職業的意義」の違い
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若者は「職業的意義」の低さに不満

43
資料出所：（株）UFJ総研「若年者のキャリア形成に関する実態調査」（2004年厚
生労働省委託調査）、厚生労働省『平成20年版労働経済の分析』118頁



大学におけるキャリア教育の内容

44

◆広すぎる概念、雑多
な課題
・導入教育，初年次教育
・ソーシャルスキル・トレー
ニング
・基礎教育
・就職対策

松高政、進研アド『BETWEEN』2004年12月号



大学におけるキャリア教育の問題点
に関する指摘

• 川喜多喬「学生へのキャリア支援：期待と危惧と」上西
充子編『大学のキャリア支援』（経営書院、2007年）

1)就職技法偏重

2)安易な適職選択

3)視野を狭める自己分析

4)物見遊山気分の職業知識教育

5)続く職業能力教育蔑視

6)本人を責める職業倫理教育

7)狭義のキャリア教育ではできない積極態度教育
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学生にとって期待と取り組みの
ギャップが大きいキャリア教育

46ベネッセ「全国四年制大学生満足度調査」



教員の協力・授業科目拡大が
キャリア教育の課題

47
労働政策研究・研修機構『大学生の就職・募集採用活動等実態調査
Ⅱ』調査シリーズNo.17,2006年



大学教育

就職活動

正社員

非正社員

労働

就労体験・社会体験
など（時期・期間は多
様でありうる）

リカレント教育

就職活動・適職探索

大学教育
労働

(正社員)

(非正社員)

専門的な知識・技能に応じて
処遇がなされる労働市場

【現状】

【目指すべきあり方】

48セーフティネットの構築

（生活支援と職業訓練・就職支援）

教育の職業的意義が希薄

教育の職業的意義を向上

無業



「柔軟な専門性」という方向性

flexpecialityの

模式図

一般的・共通的・普遍的
知識・スキル

専門A

専門B

専門C

専門D

専門E

専門F

こうした「柔軟な専門性」が形成され尊重される制度的環境を教育や仕事の
世界で整備してゆく必要。 49



50

Discipline（学問分野）

Subject
（対象）

Mode of 
Involvement
（取り組み方）

deliberation

investigation

presentation

action

教育課程構造のイメージ

※各科目が１つないし複数個のキューブに該当する


